
新型コロナワクチンに係る市町村説明会

令和３年１１月２２日（月）１３：３０～１４：３０

WEB開催（Zoom）

埼玉県
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＜事務連絡＞

１ 録画と配信
本日の説明会については、録画を行い、後日Youtubeにて限定動画配信を行い

ますので、ビデオをオンにしている方は、ご承知おきください。

２ 質問
本日参加者はミュート設定とさせていただいております。

最後に質疑応答の時間を設けてりますので、御質問のある方は随時チャット機
能から、全員宛てに質問の入力をお願いいたします。
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次 第

〇 議事
１ 追加接種（3回目接種）について
２ モデルナ社ワクチンによる追加接種体制の構築について
３ １回目・2回目接種の接種機会の確保について
４ 小児用のファイザー社製のワクチンについて
５ その他

〇 質疑応答
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新型コロナワクチン接種の今後の予定（全体像）

11月 12月 1月 2月 3月 4月以降

追
加
接
種

1
・
2
回
目
接
種

希望者への
1・2回目接種が

概ね完了

実施期間延長
（2/28まで→9/30まで）引続き１・２回目接種の機会を確保

小児用ファイザー社ワクチンの使用開始（２月から）

モデルナ社製ワクチンによる
追加接種の開始（R４.2~予定）

ファイザー社製ワクチンによる追加接種の開始（R3.12~）
議題１

議題２

議題３

議題４
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１ 追加接種（3回目接種）について
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追加接種に係るこれまでの経緯

9/17 第24回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
→追加接種の必要性が示される

9月

10月

11月

10/28 第25回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
→２回目接種を行った者全員を対象にする方針が示される

9/22（国主催）自治体向け説明会
厚労省が事務連絡発出
「追加接種（３回目接種）の体制確保について」

10/29 国から分科会の内容について事務連絡

（国における動き） （県・市町村における動き）

10/1（県主催）市町村説明会①

11/15 第26回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
→接種間隔、使用ワクチン等について方向性が示される

追加接種用のワクチン分配数決定①(12月・1月分)(10/15)国→埼玉県(10/25)県→市町村に分配数通知

10月末までに
医療従事者等のVRS入力を概ね完了

11/15の週〜11/22の週ファイザー社ワクチン配送①

11/17（国主催）自治体向け説明会 11/22（県主催）市町村説明会②

市町村においてワクチン接種数の把握
（医療機関ごとの接種数の確定）

反映
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追加接種の時期（２回目接種からの接種間隔）

各自治体における自由裁量で前倒しできるものではないことに注意

国における方針
２回目接種完了からの接種間隔は、原則８か月以上とする。
※ 地域の感染状況、クラスターの発生状況など非常に特殊な状況の場合には、事前に厚生労働省と相談した上で、

６か月以上で接種した場合も予防接種法に基づく接種の扱いは変えない。

（11月16日後藤厚生労働大臣閣議後会見）
 接種間隔については、2回目の接種完了から原則8か月以上といたします。なお、地域の感染状況、クラスターの発生

状況、ワクチンの残余の状況を踏まえて、6か月後から接種した場合であっても予防接種法に基づく接種として扱うこと
とはいたしますが、これは決して接種間隔を前倒ししたものではないので、8か月を原則としてワクチンの接種をしてい
ただくという方針に変わりはありません。

 ワクチンについては…12月および来年1月の追加接種に使用するワクチンを、2回目接種完了から8か月経過したも
のの人数を基にお配りをしております。順次同様の考え方で配分を行ってまいります。

 地域の感染状況とか、クラスターが発生しているとか、そういう非常に特殊な状況の場合には、市町村にこちらとも相談
をしていただいたところで、例え6か月接種した場合であっても、例えば被害者救済規定だとか、臨時接種の公費
100％保障だとか、そうした意味での予防接種法に基づく接種としての取扱いを変えることはないということを申し上
げているのであって、これは決して接種間隔を自由に地域の判断に応じて8か月を6か月に前倒しするということを認める
ものではないということであります。

 自治体に対しては、追加接種に当たって、誤解が生じないように丁寧に説明を行ってまいりたい。

（11月17日 第９回自治体向け説明会資料から転載）
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追加接種の対象者

国における方針（第26回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会資料より）

① 感染拡大防止及び重症化予防の観点から、１回目・２回目の接種が完了していない者への
接種機会の提供を継続するとともに、２回接種完了者すべてに対して追加接種の機会を提供する

② ただし、18歳以上の者に対する追加接種としてファイザー社ワクチンが薬事承認されたことを踏まえ、
まずは18歳以上の者を予防接種法上の特例臨時接種に位置付ける

③ 重症化リスクの高い者、重症化リスクの高い者と接触の多い者、職業上の理由等によりウイルス曝露
リスクの高い者については、特に追加接種を推奨する

Point1

追加接種を実施している期間も、
１・２回目接種の機会の提供を
継続する必要がある。

→詳細は後述

Point2

特に接種を推奨する
方への周知については
国が広報素材を提供
する予定
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追加接種において使用するワクチン

国における方針（第26回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会資料より）

① 追加接種に使用するワクチンについては、諸外国の取組や有効性・安全性に係る科学的知見を踏ま
え、１回目・２回目に用いたワクチンの種類にかかわらず、mRNAワクチン（ファイザー社ワクチンま
たはモデルナ社ワクチン）を用いる

② mRNAワクチン以外のワクチンについては、科学的知見を踏まえ引き続き検討する。
③ 当面は、薬事承認されているファイザー社ワクチンを使用することとし、追加接種にモデルナ社ワクチ

ンを使用することに関しては、薬事審査の結果を待って改めて議論する
※モデルナ社ワクチンについても、11月10日に追加接種に係る薬事申請がなされている。

Point1

当面用いるワクチンはファイザー社製のワクチンのみ
• モデルナ社製のワクチンの使用については、薬事審靖の審査結果を待って改めて議論
• mRNA以外のワクチンについては、科学的知見を踏まえ引き続き検討

Point2

１・２回目に用いたワクチンの種類にかかわらず、mRNAワクチンを用いる
⇒他のワクチンからmRNAワクチンへの交互接種が認められている
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印刷済み・発送待ち

印刷手配済み

準備中
３

39

21

11月中旬

11月下旬

12月上旬

未定 2
6

40

15

追加接種に係る接種券の準備状況

12月接種対象者（県内対象者数︓52,446人） ※11月9日付県照会

VRSへ未入力データ等がある場合は、
早急にデータの整理を行い、接種券の早期発送
をお願いします。
＊転入者等、VRS等から抽出が困難な者については、対象者の申請に

基づき発行する必要があることに留意

準備状況
発送予定時期

10月20日付けの国事務連絡で、12月接種対象者は11月22日をめどに接種券が届くよう準備を進めることが求められていた。
※原則として、2回目接種から8か月以上経過するタイミングで対象者に到達するよう接種券を送付（11/17自治体向け説明会）

追加接種には接種券が必要
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ワクチン接種に係る支援策について

全て令和３年１２月以降も当面継続。
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２ モデルナ社ワクチンによる
追加接種体制の構築について
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市町村における接種体制の構築（武田/モデルナワクチン併用） －１

令和３年１１月１７日付け国事務連絡により、、令和４年２月及び３月の追加接種（令和3年６月及び７月に２回
目接種を完了してから原則８か月以上経過した方）等に係るワクチン分配量が示された。

（５５５箱+３４５箱）×195V/箱×６回/V

＝ １，０５３，０００回分

ファイザー社ワクチン 武田/モデルナ社ワクチン
第１クール第２クール 第３クール

埼玉県 ５５５箱 ３４５箱 ５，８３７箱

５,８３７箱×1０V/箱×15回/V

＝ ８７５，５５０回分

合計１，９２８，５５０回
分のうち、武田/モデルナ社ワク
チンの割合は

４５．４％

Point1

ワクチン分配スケジュール（次頁）をふまえると、各市町村において
１２月末までに武田／モデルナ社ワクチンの配送先を決定する必要がある

Point2

２月以降の市町村における住民接種は、武田/モデルナ社ワクチンも使用せざる得ない
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市町村における接種体制の構築（武田/モデルナワクチン併用） －２

追加接種等に係るファイザー社ワクチン第２クール及び武田/モデルナ社ワクチン第１クールのスケジュールは次のとおり。

県は１１月末を目途に、PF3rd02とあわせてTM3rd01の市町村分配量を決定する予定
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市町村における接種体制の構築（武田/モデルナワクチン併用） －３

県が想定する、市町村における武田／モデルナ社ワクチンを併用する接種体制への移行パターンは次のとおり。

Pattern1 接種会場ごとに使用するワクチンを、ファイザー社製と武田／モデルナ社製に分ける

Pattern2 各接種会場でファイザー社製と武田／モデルナ社製ワクチンを併用する

（例１）集団接種会場は武田／モデルナ社製を、個別接種会場はファイザー社製を使用する
（例２）ファイザー社製を使用している個別接種会場の一部は武田／モデルナ社製に切り換える
（例３）新規に接種体制に加わる接種会場は武田／モデルナ社製を使用する

（例１）曜日や午前／午後などに分けて、ファイザー社製と武田／モデルナ社製に切り換える
（例２）集団接種会場のレーンを、ファイザー社製用と武田／モデルナ社製用に分ける

Pattern3 パターン１とパターン２の併用

令和4年２月・3月の市町村における住民接種は、
概ね ファイザー社製ワクチンを55％ ・ 武田/モデルナ社ワクチンを45％
使用する体制を構築しなければならない

Point
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（参考） 武田モデルナ社ワクチンの接種体制の構築について
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（参考） 武田モデルナ社ワクチンの融通範囲の拡大
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（参考） １つの接種会場で複数種類のワクチンを取り扱うこと
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（参考） ファイザー社ワクチンと武田モデルナ社ワクチンの取り違え注意
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（参考） 追加接種で使用するファイザー社ワクチンの取扱いについて

p.20



（参考） 武田モデルナ社ワクチンの個別医療機関等の手続きについて

p.21



（参考） 取扱ワクチンの追加・変更の作業イメージ（11/25 リリース予定）
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職域単位での追加接種（職域追加接種）について

令和３年１１月１７日付け国事務連絡により、令和４年３月より職域追加接種が開始となることが示された。

〇 実施・運用方法等は、一部の手続き等を除き、初回接種と同様
〇 使用するワクチンは武田/モデルナ社ワクチンを予定
〇 対象は初回接種を実施した企業・大学等のうち、実施を希望する企業・大学等
〇 実施形態・実施要件初回接種と同様 ※会場や医療従事者等は自ら確保、1会場あたり原則1,000人以上を想定等

〇 申込み及びワクチンの供給はV-SYS上で実施
〇 接種時には接種券の持参が原則 ※初回接種時は加速化の観点から接種券が届く前でも接種が可能であった。

〇 接種にかかる費用負担（単価2,070円、時間外・休日加算）および、財政支援策は継続

現時点での国の方針

Point1

市町村では以下の事務が想定される。
・接種費用の支払い（時間外・休日加算含む）
・委任状の受領（初回接種と接種会場が変更となった場合等必要に応じて） など

Point2

職域追加接種では接種券が必要となるため、早期に接種券を送付する必要がある。

【埼玉県での初回接種状況】
実施団体︓125数
接種人数︓293,856人

※申請時点の数値
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（参考）職域追加接種の実施に向けたフロー図（全体像）
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３ １回目・2回目接種の接種機会の
確保について
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医療従事者２回目
高齢者１回目
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高齢者以外の住民接種１回目
高齢者以外の住民接種２回目
全人口１回目接種率
全人口２回目接種率

11,252,820

77.4

74.8

新型コロナワクチンの接種実績

※ 接種率は、R3.1.1時点の埼玉県の住基人口(739万3,799人)に対する、 VRSに登録された接種数の割合から算出

72.3%(接種対象者の80%)

１回目接種 （前日比） ２回目接種 （前日比） 合計 前日比
接種回数 5,720,615 (+3,526) 5,532,205 (+16,746) 11,252,820 (+20,272)
接種率 77.4% (+0.1) 74.8% (+0.2)

(R3.11.20までの実績)
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初回接種の継続①（厚労省第9回自治体説明会資料抜粋加工）

新型コロナワクチンの臨時接種実施期間が終了するまでは、１、２回目接種も実施可能であることに留意すること。

新型コロナワクチンの臨時接種の実施期間（※）

令和３年２月１７日〜令和４年９月３０日

※「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施について（指示）」（令和3年2月16日付け厚生労働省発健0216第1号厚生労働大臣通知）で規定

 上記実施期間の間は、１、２回目接種を含めて、臨時接種を実施することが可能である。

 令和３年１２月以降も１、２回目接種を実施することが想定される者は以下のとおり。
• 誕生日を迎え、新たに対象年齢を迎える者
• 療養等のために今まで接種ができなかった者
• 初回接種を完了せずに海外から帰国した者 等

 市町村は、追加接種開始後においても１、２回目接種を受け入れ
可能な体制を確保すること。

p.29



初回接種の継続② （厚労省第9回自治体説明会資料抜粋加工）

 １、２回目接種は、全体では75.4％、高齢者に限ると91.1％の方が既に２回目の接種を終了しています。

 引き続き、１、２回目の接種を希望するものの受け入れられていない方への接種機会の提供をお願いします。

若い世代
 地域の関係団体とも連携し、①接種場所、②接種時間、③接

種勧奨などについて、若い世代が接種を受けやすいような工夫
「自治体における若い世代の方へのワクチン接種の取組事

例について（情報提供）」（令和３年８月１２日事務連絡）

本邦に在留する外国人
 住民基本台帳に記録されていない短期滞在者で、コロナ禍での

往来規制等、やむを得ない事情により３か月以上本邦に在留
する方等へのワクチン接種に係る対応を改めて整理し、「手引き
（５版）」に記載。

 出入国在留管理庁と協力し、相談・予約から接種当日まで多
言語で対応する外国人向け接種を実施。

「本邦に在留する外国人への新型コロナウイルス感染症に係る予防接種について」
（令和３年１０月１６日事務連絡）

ホームレス等
 生活困窮者自立支援制度主管部局や支援団体と連携し

た周知

 本人確認書類を所持していない場合に、自治体にて氏名等
の聞き取りを行い、本人確認を実施した旨の書面を作成する
等の対応

障害特性に応じた合理的配慮
 送付書類に関する工夫
 接種予約の支援
 接種会場における支援
 都道府県による市町村の取組促進 など

地域接種・職域接種のいずれに
もつながりにくい方

 歓楽街に近い場所に接種会場設置（他の自治
体に居住する者を含め、当該歓楽街で働く方に接
種の機会を提供）

 夜間や土日に接種会場を開設 などの工夫

「ホームレス等への新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の接種機会の確保
について」（令和３年７月９日事務連絡）

「地域接種・職域接種のいずれにもつながりにくい者へのワクチン接種の推進について
（協力依頼）」（令和３年９月２２日事務連絡）

「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種に関する合理的配慮の提供の事例につ
いて」（令和３年１０月１９日事務連絡）

新たに接種対象年齢
になる者仮放免

中の方
など
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４ 小児用のファイザー社製のワクチン
について
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小児（５歳以上１１歳以下）への新型コロナワクチン接種について

〇 12歳以上とは別の取り扱いとなる小児用ファイザー社ワクチンを使用し、 2回接種
〇 早ければ、2022年2月頃から接種開始
〇 接種実施機関は、小児用ワクチンを他の新型コロナワクチンと同時に取り扱うことが可能

医療用冷蔵庫（2～8℃）により適切に保管（超低温冷凍庫は必須ではない）
〇 その他、V-SYSでの管理などはこれまでと同様

令和３年１１月１６日付け国事務連絡の概要

小児用ファイザー社ワクチン 12歳以上用ファイザー社ワクチン（コミナティ筋
注）

用法・用量
1.3mlの薬液を1.3mlの生理食塩液で希釈
0.2ml／回を筋肉内に接種

0.45mlの薬液を1.8mlの生理食塩液で希釈
0.3ml／回を筋肉内に接種

最小配送単位
1箱10バイアル（100回分）
※1バイアル当たり10回

1箱195バイアル（1,170回分）
※1バイアル当たり6回

国からの配送方法
接種機関へ直接配送
-90～-60℃、ドライアイスレス（蓄冷材）

基本型接種施設へ配送後、必要に応じ接種機関へ移送
-90～-60℃、ドライアイス入り保冷箱

保
存
可
能
期
間

-90～-60℃ ワクチンの有効期限（製造から6か月）まで ワクチンの有効期限（製造から9か月）まで

-25～-15℃ ― 最長14日間（1回に限り-90～-60℃に再凍結可）

冷蔵庫解凍（2～8℃) 10週間（再凍結不可） 1か月間（再凍結不可）
室温解凍 解凍及び希釈を12時間以内に行う（再凍結不可） 解凍及び希釈を2時間以内に行う（再凍結不可）
希釈後 2～30℃で保存し12時間以内に使用 2～30℃で保存し6時間以内に使用

小分け 可能（-90～-60℃または2℃～8℃で行う）

※小児への接種においては、通常の副反応対応に加え、入院が必要に
なった場合等に適切な対応を取れる体制が必要とされていますので、
接種体制については県医師会等と調整のうえ改めてお知らせします。
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５ その他
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質疑応答
※チャット機能から質問を入力してください
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